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（３－６－Ⅰ）

実 績 評 価 書
平成１８年７月

政策体系 番 号

基本目標 ３ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備するこ

と

施策目標 ６ 安定した労使関係の形成を促進すること

Ⅰ 円滑な政労使コミュニケーションの促進を図ること

担当部局・課 主管部局・課 政策統括官付労政担当参事官室

関係部局・課

１．施策目標に関する実績の状況

実績目標１ 産業労働懇話会等各種会議を開催すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

産業労働政策全般や多国籍企業、中小企業関係の労働問題について、労使の代表者

等による意見交換の場を設ける。

（評価指標の考え方）

労使関係の安定を図るためには、政労使が可能な限り多くの意見交換を行うことが

必要であるが、コミュニケーションの促進について達成度合を数値化することは困難

であるため、各種会議の開催回数を評価指標としているところ。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

産業労働懇話会の開催回数 １ ２ ０ ２ ２

多国籍企業労働問題懇話会の開催回数 ２ １ ０ ０ ０

中小企業労働福祉推進会議の開催回数 ２ ０ ０ ０ ０

（備 考）

２．評 価

( ) 現状分析1
現状分析

安定した労使関係を基盤として、産業労働政策や各種の労働問題について、政労使

、 、間の対話を促進し 時々の政策課題に関し政労使の共通認識の形成を図ることにより

政府による政策の樹立とその円滑な実施が図られることから、政労使コミュニケーシ

ョンを促進する場を設けることが求められる。
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( ) 評価結果2
政策手段の有効性の評価

産業労働懇話会をはじめとする各種会議を開催することにより、労働問題やこれに

関連する諸問題について労使の代表者等による意見交換の場を設けることは、円滑な

政労使コミュニケーションの促進を図る上で重要な意義と効果を持つものと考える。

政策手段の効率性の評価

産業労働懇話会をはじめとする各種会議が効果的、効率的に開催されるためには、

それぞれの設置趣旨を踏まえつつ、開催の時期、議題の妥当性について十分に検討す

る必要があるが、平成１７年度においては、産業労働懇話会を開催することにより、

喫緊の政策課題である産業安全及び団塊の世代をめぐる諸問題について意見交換が行

われ、効果的、効率的に政労使コミュニケーションの促進が図られたものと考える。

総合的な評価

産業労働政策や各種の労働問題について、政労使間の対話を促進し、時々の政策課

題に関し政労使の共通認識の形成を図るため政労使コミュニケーションを促進する場

を設けることは必要と考えられる。

平成１７年度においては、産業労働懇話会の開催により、喫緊の政策課題である産

業安全及び団塊の世代をめぐる諸問題について幅広く意見交換が行われ、円滑な政労

使コミュニケーションの促進が図られたものと考える。

評価結果分類 分析分類

１ 目標を達成した １ 分析が的確に行われている

② 達成に向けて進展があった ② 分析がおおむね的確に行われている

３ 達成に向けて進展がみられない ３ 分析があまり的確でない

３．特記事項

なし


